
非課税適用確認書又は未成年者非課税適用確認書の訂正依頼書の記載要領等 

 

１ この訂正依頼書は、旧租税特別措置法第 37 条の 14 第 10 項第１号又は租税特別措置法第 37 条の 14

の２第 16 項第１号の規定により所轄税務署長から交付された非課税適用確認書又は未成年者非課税

適用確認書について訂正を依頼する場合に提出するものです。 

なお、この訂正依頼書は、当該非課税適用確認書又は未成年者非課税適用確認書に記載された申請

者の氏名（フリガナを含みます。）、生年月日、基準日における国内の住所（住所が記載された非課税

適用確認書又は未成年者非課税適用確認書の場合は住所）との間に差異が生じている場合のみ使用す

ることに留意してください。 

２ この訂正依頼書には、次に掲げる書類を添付してください。 

なお、②については、非課税適用確認書に記載された勘定設定期間が平成 26 年１月１日から平成

29 年 12 月 31 日であるものに限ります。 

ただし、非課税適用確認書の交付申請書に記載された事項の提供を行った金融商品取引業者等の営

業所の長以外の金融商品取引業者等の営業所の長が訂正依頼書を提出する場合には、②の書類の添付

を省略して差し支えありません。 

① 訂正を依頼する非課税適用確認書又は未成年者非課税適用確認書 

② 申請者の「基準日における国内の住所を証する書類（住民票の写しなど）」の写し 

３ 「参考事項」欄には参考となる事項を記入してください。 

 


